
平成19年度 ３４駅 （西永福駅、富田駅、甲子園口駅等）

平成20年度 ３５駅 （掛川駅、新田駅、岩倉駅等）

平成21年度 ２２駅 （箱根湯本駅、京橋駅、桃山台駅等）

平成22年度 ８駅 （六合駅、犬山駅、水無瀬駅等）

平成23年度要求 未定

2,298

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

地方公共団体の出資又は拠出に係る法人であって、鉄道駅の改良整備・保有を目的とする者が、駅施設の床又は通
路、跨線橋、プラットホーム等の増改築とあわせて、エレベーター等の設置、視覚障害者の転落を防止するための点状
ブロック等の整備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設備の整備を行う場合に要する経費の一部（補助対
象事業費の１／３以内かつ地方公共団体の補助額以内）について、予算の範囲内において補助する。

既存の鉄道駅における、エレベーター等の設置による段差の解消、視覚障害者の転落を防止するための点状ブロック
等の整備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設備の整備を促進することにより、鉄道利用に係る障害者、
高齢者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上を図ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

2,400

執行率 95.8% 98.8% 149.4%

事業番号 1

行政事業レビューシート (国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１２年度鉄道駅移動円滑化施設整備事業

2,400

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 1,200

総事業費(執行ベース) 7,143 7,227 7,886

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室
鉄道業務政策課

駅機能高度化推進室

上位政策

室長
田中 一弘

鉄道局

一般会計

担当部局庁

総合的なバリアフリー化を推進する

720

2,370 1,793

関係する計
画、通知等

障害者基本法 第18条
高齢社会対策基本法 第12条

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の
促進に関する法律 第52条

移動等円滑化の促進に関する基本方針

22年度 23年度要求

※２

※１

補

記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

※１・２ 「執行額」には前年度からの繰越に伴う金額が含まれる。このため、「執行率」が１００％を超える場合がある。
※３ 地方公共団体(２１自治体)等が出捐する公益法人である。

【予算科目】
・006 鉄道駅移動円滑化施設整備事業費
・43 鉄道駅移動円滑化施設整備事業費に必要な経費 （21年度予算額） （21年度決算見込額）

・43052-1925-00 鉄道駅移動円滑化施設整備事業費補助 １，２００百万円 １，７９３百万円

本事業により、民間鉄道事業者の鉄道駅等でのバリアフリー化設備の整備に補助を行おうとする場合、当該鉄道事業
者に直接補助金を交付できず、交通エコロジー・モビリティ財団（※３）が施設の整備・保有を行い、当該鉄道事業者に
これを貸し付ける方法をとっていることにより、民間鉄道事業者との協定締結等の煩雑な手続きが必要になるなどの非
効率性が生じていることに鑑み、鉄道駅等のバリアフリー化設備の整備に対し必要な補助制度は維持することを基本
にしつつ、非効率性が解消されるよう本事業の制度運用を見直す。

本事業は、国庫補助事業であることから、事業着手から事業完了までの間において、「補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律」及び「鉄道駅移動円滑化施設整備事業費補助交付要綱」等に基づき、国土交通省職員による成
果物確認・工事請負契約書等の証拠書類の審査を実施することにより、国庫補助金の支出先・使途等について、その
適否を含め明確に把握している。

総事業費(執行ベース) 7,143 7,227 7,886



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)

国土交通省

１，７９３百万円

国は、関係地方公共団体と連携して、本制度を活用すること等により、既存の鉄道駅における、エレベーター等の設置による

段差の解消、視覚障害者の転落を防止するための点状ブロック等の整備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設

備の整備を促進し、鉄道利用に係る障害者、高齢者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上を図る。

Ｃ．北大阪急行電鉄㈱（１駅）

１６６百万円

Ａ．交通エコロジー・モビリティ財団

１，６２７百万円

【補助】

関係地方公共団体 関係地方公共団体

地方公共団体と国からの補助金等を

財源に、民間鉄道事業者との協定等

に基づき、鉄道駅にエレベーター等の

バリアフリー化設備を整備・保有し、

当該施設を民間鉄道事業者に貸付け、

耐用年数経過後、民間鉄道事業者に

譲渡する

地方公共団体と国からの補助金及び

自己資金を財源に、鉄道駅にエレベー

ター等のバリアフリー化設備を整備・保

有する

Ｂ．民間鉄道事業者（７社：２１駅）

１，６２７百万円

【工事の委託】

民間鉄道事業者は、交通エコロジー・

モビリティ財団との協定等に基づき、

同財団から工事の委託を受けて、自

社の駅にエレベーター等のバリアフ

リー化設備の工事を行い、工事完了

後のバリアフリー化設備について、同

財団に引渡し、同財団より貸付けを受

【補助】

※ 大阪府等が出資する法人
※ 地方公共団体（２１団体）等が

出捐する公益法人

て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省

１，７９３百万円

国は、関係地方公共団体と連携して、本制度を活用すること等により、既存の鉄道駅における、エレベーター等の設置による

段差の解消、視覚障害者の転落を防止するための点状ブロック等の整備、障害者対応型トイレの設置等のバリアフリー化設

備の整備を促進し、鉄道利用に係る障害者、高齢者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上を図る。

Ｃ．北大阪急行電鉄㈱（１駅）

１６６百万円

Ａ．交通エコロジー・モビリティ財団

１，６２７百万円

【補助】

関係地方公共団体 関係地方公共団体

地方公共団体と国からの補助金等を

財源に、民間鉄道事業者との協定等

に基づき、鉄道駅にエレベーター等の

バリアフリー化設備を整備・保有し、

当該施設を民間鉄道事業者に貸付け、

耐用年数経過後、民間鉄道事業者に

譲渡する

地方公共団体と国からの補助金及び

自己資金を財源に、鉄道駅にエレベー

ター等のバリアフリー化設備を整備・保

有する

Ｂ．民間鉄道事業者（７社：２１駅）

１，６２７百万円

【工事の委託】

民間鉄道事業者は、交通エコロジー・

モビリティ財団との協定等に基づき、

同財団から工事の委託を受けて、自

社の駅にエレベーター等のバリアフ

リー化設備の工事を行い、工事完了

後のバリアフリー化設備について、同

財団に引渡し、同財団より貸付けを受

ける

【補助】

※ 大阪府等が出資する法人
※ 地方公共団体（２１団体）等が

出捐する公益法人



費 目 使 途
金 額

(百万円） 費 目

Ａ．交通エコロジー・モビリティ財団 Ｃ.北大阪急行電鉄㈱（桃山台駅）

508
電路

設備費

使 途
金 額

(百万円）

停車場設備工事施工費 155

電路設備工事施工費 9

電路
設備費

電路設備工事施工費 234
線路

設備費

停車場
設備費

停車場設備工事施工費 756
停車場
設備費

土木費 土木工事施工費

線路設備工事施工費 2

線路
設備費

線路設備工事施工費

附帯工事費 附帯工事施工費 58

71

計

費 目 使 途
金 額

(百万円）

166計 1,627

土木費 土木工事施工費 318

B.阪急電鉄(株) [３駅分]

費 目 使 途
金 額

(百万円）

電路
設備費

電路設備工事施工費 84

停車場
設備費

停車場設備工事施工費 121

線路
設備費

線路設備工事施工費 64

附帯工事施工費 10附帯工事費

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

計 597 計

B.代表例(阪急電鉄㈱ 石橋駅)ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

B.代表例(阪急電鉄㈱ 石橋駅)

費 目 使 途
金 額

(百万円） 費 目 使 途
金 額

(百万円）

停車場
設備費

停車場設備工事施工費 57

土木費 土木工事施工費 162

電路
設備費

電路設備工事施工費

線路
設備費

線路設備工事施工費 24

49

附帯工事費 附帯工事施工費 8

金 額
(百万円） 費 目

0計 300 計

使 途
金 額

(百万円）費 目 使 途

0計 0 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 阪急電鉄㈱ 597

2 西日本旅客鉄道㈱ 391

3 東海旅客鉄道㈱ 343

4 名古屋鉄道㈱ 154

5 東日本旅客鉄道㈱ 84

6 近畿日本鉄道㈱ 55

7 箱根登山鉄道㈱ 3

8

9

10

B.民間鉄道事業者（７社） １，６２７百万円



鉄道駅移動円滑化施設整備事業の創設経緯について 

  高齢者、身体障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性が増大していることにかんがみ、公共交通機関の駅等の構造・設備を改善するための措置等を講ず
ることにより、高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の利便性及び安全性の向上の促進を図るため、平成１２年に｢高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動
の円滑化の促進に関する法律 （交通バリアフリ 法）が制定され その後 建築物のバリアフリ 化を進める“ トビル法”と発展的に統合 拡充されて 平成１８年に｢高齢者 障害者等

資料１ 

     鉄道駅移動円滑化施設整備事業  【平成１２年～】 

（事業 概要）

の円滑化の促進に関する法律｣（交通バリアフリー法）が制定され、その後、建築物のバリアフリー化を進める“ハートビル法”と発展的に統合・拡充されて、平成１８年に｢高齢者、障害者等
の移動等の円滑化の促進に関する法律｣（バリアフリー新法）が成立した。 「鉄道駅移動円滑化施設整備事業」は、国として、これらの法律上に規定された責務を果たすため、大規模なバリ
アフリー化のための駅改良工事に対するインセンティブ措置（国庫補助制度）として創設されたものである。 

     高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）  
（平成１８年法律第９１号）   

【平成１８年】 

本格的高齢社会、障害者の社会参加の要請の高まり等を背景に、高齢者や障害者が鉄道または軌道を安全かつ円滑に利用できるよう
にするため、駅におけるバリアフリー化設備の整備に要する経費の一部を補助する。 

（事業の概要）

（資金の確保等）  
第５２条  国は、移動等円滑化を促進するために必要な資金の確保その他の措置を講ずるよう努めなければならない。  
   
 （国の責務）  
 第４条  国は、高齢者、障害者等、地方公共団体、施設設置管理者その他の関係者と協力して、基本方針及びこれに基づく施設設置管理者の講ずべき措置の内容その他の移動等円滑   
  化の促進のための施策の内容について、移動等円滑化の進展の状況等を勘案しつつ、これらの者の意見を反映させるために必要な措置を講じた上で、適時に、かつ、適切な方法により 

検討を加え その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない 検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
  ２ 国は、教育活動、広報活動等を通じて、移動等円滑化の促進に関する国民の理解を深めるとともに、その実施に関する国民の協力を求めるよう努めなければならない。  
 （地方公共団体の責務）  
 第５条  地方公共団体は、国の施策に準じて、移動等円滑化を促進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  
 （施設設置管理者等の責務）  
 第６条  施設設置管理者その他の高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する施設を設置し、又は管理する者は、移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努め 
  なければならない。  

障害者基本法〈抄〉

     高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法） 
（平成１２年法律第６８号）   

【平成１２年】 

高齢社会対策基本法〈抄〉

（国、地方公共団体及び国民の責務） 《抜粋》 

  第２０条  国は、移動円滑化を促進するために必要な資金の確保その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 
       

障害者基本法〈抄〉
（平成45年法律第84号） 

（生活環境）  
第１２条  国は、高齢者が自立した日常生活を営むことができるようにするため、高齢者の円滑 
  な利用に配慮された公共的施設の整備を促進するよう必要な施策を講ずるものとする。 
  

（公共的施設のバリアフリー化）  
第１８条  国及び地方公共団体は、障害者の利用の便宜を図ることによって障害者の自立及び 
 社会参加を支援するため、交通施設その他の公共的施設について、障害者が円滑に利用で  
 きるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進を図 らなければならない。  
２ 交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は 障害者の利用の便宜を図ることによ て

高齢社会対策基本法〈抄〉
（平成7年法律第129号） 

 【平成５年改正】  【平成７年】 

２  交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図ることによって
 障害者の自立及び社会参加を支援するため、社会連帯の理念に基づき、当該公共的施設につ  
 いて、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進に努めな 
 ければならない。  
３   国及び地方公共団体は、公共的施設の構造及び設備の整備等が総合的かつ計画的に推進 
 されるようにするため、必要な施策を講じなければならない。  
 



鉄道駅移動円滑化施設整備事業の目的及び実施状況について 

既設駅における高齢者・身体障害者等の移動の円滑化を促進  

資料２ 

移動等の円滑化の実施状況 

○１日当たりの利用者数が５千人以上の鉄軌道駅（２,８１６駅）のうち、エレベーター等により段差が解消 
 されている駅の割合は７１％(２，００７駅)まで進捗。今後、残っている駅では、バリアフリー化のため 
 に駅の周辺と一体的な大規模改良が必要になる等の課題がある。 
○また、１日当たりの利用者数が５千人未満の鉄軌道駅（６，６５５駅）のうち、エレベーター等により段差 
   が解消されている駅の割合は、１９％(１，２８２駅)に過ぎない。 
○一層の高齢化が進む中、鉄道駅のバリアフリー化は、いまだ、途半ばである。   

一 移動等円滑化の意義及び目標に関する事項 
 ２ 移動等円滑化の目標 
  (1) 旅客施設

移動等の円滑化の促進に関する基本方針 

44%
49% 

56% 
63% 

67% 71% 

40%
50% 
60% 
70% 
80% 
90% 

100% 

段差が解消された５千人／日以上駅の割合 

   ① 鉄道駅及び軌道停留場 

     一日当たりの平均的な利用者数が五千人以上である鉄道駅及び軌道 
          停留場については、平成二十二年までに、原則としてすべての鉄道駅及 
          び軌道停留場について、エレベーター又はエスカレーターを高低差五メー 
          トル以上の鉄道駅及び軌道停留場に設置することを始めとした段差の解 
          消、ホームドア、可動式ホーム柵、点状ブロックその他の視覚障害者の転 

落を防止するための設備の整備 視覚障害者誘導用ブロックの整備 便

（2007駅／2816駅） 
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          落を防止するための設備の整備、視覚障害者誘導用ブロックの整備、便
          所がある場合には障害者対応型便所の設置等の移動等円滑化を実施す 
          る。 
              また、これ以外の鉄道駅及び軌道停留場についても、地域の実情にか 
          んがみ、利用者数のみならず、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏ま 
          えて、移動等円滑化を可能な限り実施する。 

（795駅／2775駅） 



鉄道駅移動円滑化施設整備事業の概要 

：高齢者、障害者等の移動の円滑化を図るために必要となる施設を整備する事業（駅施設の床又は通路、跨線橋、プラット 
 ホームその他の主要構造物の増改築を伴うものに限る。）に要する経費の一部を国が補助することにより、鉄道利用に係る一 

補 助 の 目 的 

資料３ 

般旅客、高齢者、障害者等の利用の利便性、円滑性及び安全性の向上等を図る。

補  助  事  業  者  ：地方公共団体の出資又は拠出に係る法人であって、鉄道駅の改良整備・保有を目的とするもの 

補 助 対 象 事 業  ：駅におけるバリアフリー化設備（エレベーター、スロープ、障害者対応トイレ等）の整備であって、駅施設の床、通路、ホーム  
等の構造物の増改築を伴うもの

：地方公共団体の補助する額以内で、かつ、補助対象経費の１／３以内の額 

 等の構造物の増改築を伴うもの

補 助 金 の 額 

交通エコロジー・モビリティ財団の概要 【本事業のスキーム】 

国 地方公共団体        

補助金交付  補助金交付  

【地方公共団体(２１自治体)等が出捐する公益法人】 

補助事業者 
 

地方公共団体の出資又は拠出に係る法人であって、鉄道駅の改良整備・保有を目的とするもの 
 
 

② 
 
 
 
 
 

①
地方公共団体
の出資に係る

法人 
 

第 クタ

②
地方公共団体
の出資に係る

法人 
 

③
地方公共団体
の拠出に係る

法人 
 

交通 ジ 
 
 
 
 
 

第三セクター 
である 

鉄道事業者 
 

自社駅整備 
 

［  第三セクター ］ 
 
 

民間鉄道事業者
の駅整備 

交通エコロジー
・ 

モビリティ財団 
 

民間鉄道事業者
の駅整備 

 

民間鉄道事業者 

【貸付】 【貸付】 



鉄道駅移動円滑化施設整備事業のスキーム 

①  地方公共団体の出資に係る法人（鉄道事業者） ※自社駅整備 

資料４ 

第三セクターである鉄道事業者  

 

補助金受入⇒自己資金充当⇒整備⇒保有⇒供用（保守） 

国 

地方公共団体        

補助金交付  

補助金交付  

国 

地方 共団体

補助金交付  

② 地方公共団体の出資に係る法人（鉄道事業者等） ※民間鉄道事業者の駅整備 

第三セクター 
  

補助金受入⇒預託金充当⇒整備（工事委託）⇒保有⇒賃貸⇒譲渡

民間鉄道事業者  

 
工事受託⇒引渡⇒賃借⇒供用（保守）⇒譲受 

交通エコロジ モビリティ財団国 補助金交付  

③ 地方公共団体の拠出に係る法人（交通エコロジー・モビリティ財団） ※民間鉄道事業者の駅整備 

地方公共団体        補助金交付  
補助金受入 預託金充当 整備（工事委託） 保有 賃貸 譲渡 

交通エコロジー・モビリティ財団
 

補助金受入⇒預託金充当⇒整備（工事委託）⇒保有⇒賃貸⇒譲渡 

国 

地方公共団体        補助金交付  

①交通エコロジー・モビリティ財団と民間鉄道事業者との間で、以下の協定・契約等を締結  

民間鉄道事業者  

 
工事受託⇒引渡⇒賃借⇒供用（保守）⇒譲受 

  ・鉄道駅移動円滑化施設整備事業に関する基本協定 
  ・○○線○○駅における鉄道駅移動円滑化施設整備工事の施工に関する協定 
  ・○○駅移動円滑化施設の賃貸借等に関する契約 
  ・○○駅移動円滑化施設の賃貸借等に関する契約の運用についての覚書 
  ・○○駅移動円滑化施設に係る管理費の負担に関する覚書 

 
財団と民間鉄道事業者間 お 締結された上記① 協定 契約等 基づき同財団と民間鉄道事業者間において締結された上記①の協定・契約等に基づき

 
②同財団は、国と地方公共団体からの補助金及び鉄道事業者からの預託金により、既設駅にバリアフリー化設備を整 
 備 ※実際のバリアフリー化設備工事は民間鉄道事業者に委託 
③完成したバリアフリー化設備は、同財団の資産として固定資産に計上し、鉄道事業者に有償貸付け 

※鉄道事業者負担分は、同財団の財務諸表の固定負債(預託金)に計上※鉄道事業者負担分は、同財団 財務諸表 固定負債(預託金)に計上
④民間鉄道事業者が同財団に支払う貸付料は、以下のとおり 
  ・バリアフリー化設備の減価償却費 ※鉄道事業者からの預託金相当分であり、鉄道事業者への預託金返還額と相殺処理 

   ・バリアフリー化設備に係る公租公課(固定資産税等) 
  ・財産管理業務に係る費用 ※財団における本事業専属要員３名〈国家公務員OBは０名〉の人件費と本事業に係る物件費 

⑤賃貸借期間は、バリアフリー化設備の法定耐用年数としており、法定耐用年数経過後に、鉄道事業者に譲渡  



事業についての論点等

○駅のバリアフリー化は、現在でも、その法的な位置付けは明確で、国民からのニーズも
強い。更に、目下、検討中の交通基本法案においても、国民全体の「移動に関する権利」
の議論が深度化しつつある。これらを踏まえれば、駅のバリアフリー化は極めて重要な
政策であり、引き続き、本事業を維持すべきではあるが、より効率的な事業の実施の
ために制度の見直しの余地があるのではないか。具体的には、

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

鉄道駅移動円滑化施設整備事業 鉄道局

○本事業により、民間鉄道事業者の駅のバリアフリー化を支援しようとする場合は、地

方公共団体(２１自治体)等が出捐する公益法人（交通エコロジー・モビリティ財団）を補

助事業者とし、整備後のバリアフリー化施設は当該法人が保有し、民間鉄道事業者は

当該法人から施設を賃借するスキームを取ることが一般化しているが、当該法人を活

用したスキームの場合、当該法人及び民間鉄道事業者との間において協定締結等の

煩雑な手続きが必要になる等の非効率性が生じているのではないか。

○交通エコロジー・モビリティ財団を活用したスキームに非効率性が存在する一方で、

【参考】

○本事業により、民間鉄道事業者の駅のバリアフリー化を支援しようとする場合は、地

方公共団体(２１自治体)等が出捐する公益法人（交通エコロジー・モビリティ財団）を補

助事業者とし、整備後のバリアフリー化施設は当該法人が保有し、民間鉄道事業者は

当該法人から施設を賃借するスキームを取ることが一般化しているが、当該法人を活

用したスキームの場合、当該法人及び民間鉄道事業者との間において協定締結等の

煩雑な手続きが必要になる等の非効率性が生じているのではないか。

○交通エコロジー・モビリティ財団を活用したスキームに非効率性が存在する一方で、

駅のバリアフリー化に関する支援制度の充実を図るためには、今後、民間鉄道事業

者の駅のバリアフリー化を支援する場合、当該法人を活用したスキームを見直し、既

存の第三セクターを活用する等、「地方公共団体の出資に係る法人」に対して補助す

る仕組みの積極的な活用を検討すべきではないか。

本事業は、公共財を生み出す公共事業であるという制約から、民間企業は補助対

象とはなり得ない。このため、「地方公共団体の出資又は拠出に係る法人」を補助

事業者としており、このような法人が鉄道駅の改良整備・保有を行う場合に限り補

助することができる。
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